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共通仕様書 土木工事編Ⅰ（平成２６年１０月１日）新旧対照表 

改正内容 新（改正後） 旧（現行） 

 

 

 

○「福島県元

請・下請関係

適正化指導

要綱」の改正

に伴い、改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１－１４ 施工体制台帳 

1．受注者は，「福島県元請・下請関係適正化指導要綱」1)（以下「要綱」とい

う。）を遵守すること。 

※１) は福島県のホームページに掲載 

http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01115c/nyusatsu-6.html 

2. 受注者は,                             

                                  

      要綱に基づきすみやかに施工体制台帳を作成し, 工事現場に備

えるとともに, 施工計画書の提出と同時に施工体制台帳及びその添付書類の

写しを監督員に提出しなければならない｡ 

3. 受注者は, 要綱に基づき各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系

図を作成し, 工事現場の見やすい場所(工事関係者が見やすい場所及び公衆

が見やすい場所) に掲げなければならない｡また, 受注者は, 施工体系図を

所定の様式により監督員に提出しなければならない｡ 

4. 受注者は, 監理技術者, 主任技術者(下請負者を含む) 及び受注者の専門

技術者(専任している場合のみ) に, 工事現場内において, 工事名, 工期, 

顔写真, 所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない｡ 

5. 第2項の受注者は, 施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は,そ

の都度すみやかに監督員に提出しなければならない｡ 

 

 

 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

                                    (H27.5.1) 
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１－１－１４ 施工体制台帳 

1．受注者は，「福島県元請・下請関係適正化指導要綱」1)（以下「要綱」とい

う。）を遵守すること。 

※１) は福島県のホームページに掲載 

http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01115c/nyusatsu-6.html 

2. 受注者は, 工事を施工するために締結した下請契約の請負代金額(当該下

請契約が二以上あるときは, それらの請負代金の総額) が3, 000万円以上に

なるときは, 要綱に基づきすみやかに施工体制台帳を作成し, 工事現場に備

えるとともに, 所定の様式により                    

  監督員に提出しなければならない｡ 

3. 受注者は, 要綱に基づき各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系

図を作成し, 工事現場の見やすい場所(工事関係者が見やすい場所及び公衆

が見やすい場所) に掲げなければならない｡また, 受注者は, 施工体系図を

所定の様式により監督員に提出しなければならない｡ 

4. 受注者は, 監理技術者, 主任技術者(下請負者を含む) 及び受注者の専門

技術者(専任している場合のみ) に, 工事現場内において, 工事名, 工期, 

顔写真, 所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない｡ 

5. 第2項の受注者は, 施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は,そ

の都度すみやかに監督員に提出しなければならない｡ 

 

 

 

（以下略） 
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共通仕様書 土木工事編Ⅰ（平成２６年１０月１日）新旧対照表 

改正内容 新（改正後） 旧（現行） 

 

 

○道路構造物

の記録につ

いて、提出時

期の明確化、

保存資料の

仕様を改正 

 

 

（略） 

 

１－１－５２ 道路構造物の記録保存 

１．受注者は，将来の維持管理に資することを目的として，工事完成届提出時に

道路構造物の資料を下記のとおり提出しなければならない。なお，提出に 

あたって必要な資料は監督員から貸与を受けるものとする。ただし，下記作成

要領により難い場合は，監督員と協議するものとする。 

(1) 対象とする構造物 

   トンネル，橋梁（橋長 14.5ｍ以上），大型擁壁（地震時の計算を行った 

  もの） 

(2) 保存資料作成要領 

  １）マイクロフィルム：１部 

   ① マイクロ写真用 35mm フィルム使用。 

   ② １コマにつき図面関係は１枚，計算書は４枚収めること。 

   ③ 撮影は１コマ毎に通し番号を入れて行うこと。番号はフィルムで目

視できる大きさとすること。 

    ④ フィルムはフィルム用ジャケット（６コマ収納）に入れて提出する

こと。 

   ２）図面 の縮小版：３部（Ａ４版） 

    ① 用紙は，両面印刷用の中性紙（紙厚（坪量）：90～110g／㎡，表面 

加工：セミ光沢／半光沢，白色度：80％以上）を用い，図面，計算書

ともＡ４版を原則とする。 

② 上記用紙を使用し縮小版を作成する際は、マイクロリーダープリン

ターによるダイレクト印刷とし，解像度は 600dpi 以上とする。 

③ 巻末に地質調査資料（調査孔位置図，柱状図，コア写真，その他必

要資料）を縮小せずに綴じ込むこと。 

④ 製本は厚紙黒表紙を用い，金文字で記入のこと。 

 

（以下略） 

 

(H27.5.1)
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（略） 

 

１－１－５２ 道路構造物の記録保存 

１．受注者は，将来の維持管理に資することを目的として，竣工した     

道路構造物の資料を下記のとおり提出しなければならない。なお，提出に 

あたって必要な資料は監督員から貸与を受けるものとする。ただし，これ   

  により難い場合は，監督員と協議するものとする。 

(1) 対象とする構造物 

   トンネル，橋梁（橋長 14.5ｍ以上），大型擁壁（地震時の計算を行った 

  もの） 

(2) 保存資料作成要領 

  １）マイクロフィルム：１部 

   ・ マイクロ写真用 35mm フィルム使用。 

   ・ １コマにつき図面関係は１枚，計算書は４枚収めること。 

   ・ 撮影は１コマ毎に通し番号を入れて行うこと。番号はフィルムで目 

視できる大きさとすること。 

    ・ フィルムはフィルム用ジャケット（６コマ収納）に入れて提出する 

こと。 

   ２）完成図の縮小版：３部（Ａ４版） 

    ・ 用紙は，プロジェクションペーパー（ＰＬ 100 ＷＰ        

                    ）を用い，図面，計算書

ともＡ４版を原則とする。 

                                 

                             

・ 巻末に地質調査資料（調査孔位置図，柱状図，コア写真，その他必 

要資料）を縮小せずに綴じ込むこと。 

・ 製本は厚紙黒表紙を用い，金文字で記入のこと。 

 

（以下略） 
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